
我が社の脱炭素設計戦略

木を軸にしたバリューチェーン「ウッドサイクル」を回し、事業活動を通じた社会の脱炭素型への転換を図る。
建設セクターの｢エンボディドカーボン｣削減に向け、ライフサイクル全体のCO₂算定を支援する。

住友林業

◎この小冊子は日経BPの許可により「日経ESG」2024年9月号から抜粋したものです。禁無断転載



1 ESG投資 日本の投資残高は537兆円を超えた
2023年の投資残高は前年
比8.9%増となった。21年
の急拡大は落ち着いたもの
の、サステナブル投資が様々
な資産の運用で浸透してい
ることがうかがえる
出所：日本サステナブル投資
フォーラム（JSIF）

出所：東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コードへの対応状況」

出所：日本証券取引所グループ

P2-P3

2 プライム上場企業のサステナビリティ開示 2022年の対応開始は4割

3 TCFD提言への対応 大手400社の26％が11項目を開示
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2022年6月の定時株主総会後（7月14日）までに上場会社が提出した「コーポレート・ガバナンスに関する
報告書」に基づき、改訂コーポレートガバナンス・コードへの対応状況を調査。上のグラフはプライム市場
に上場する1837社による同報告書の「コードの各原則に基づく開示」を対象にキーワード検索を実施した
もの。（ ）カッコ内の数字は東証プライム市場上場企業にしめる割合を示す

JPX日経インデックス400
構成銘柄（2022年10月末
時点）のうちTCFD提言が
求める11項目を開示した企
業数

サステナビリティ基本方針

SDGs・ESG

企業価値

経営戦略・経営計画
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　ESG投資は、機関投資家による
資産運用のプロセスに、企業の財務
情報だけでなくE（環境）やS（社会）、

G（ガバナンス＝企業統治）といっ
た「非財務」の要素を組み込むこと
だ。国内の投資家に調査を行なう日

本サステナブル投資フォーラムによ
ると、国内におけるESG投資額は
2023年に前年比8.9％増の約537兆
6000億円に落ち着いた。一方、持
続可能投資連合（GSIA）によると、
22年における世界全体のESG投資
額は30兆3210億ドル（約4578兆円）
であった。日本のESG投資は、世
界でも存在感を増しつつある。
　これに対し多くの企業が、経営方
針にESGを組み込み、持続的な成
長と中長期的な企業価値の向上を目
指している。上場企業がガバナンス
を固めるための指針となるのがコー
ポレートガバナンス・コードである。
日本では15年に導入された。21年6
月の改訂版ではESGの取り組みを
開示することを企業に求めている。
　22年4月に東京証券取引所が行な
った市場再編では、最上位のプライ
ム市場の企業に対して同コード全原
則の適用を求めた。企業はESGの
対応と、その取り組みを投資家に開
示することが急務となった。
　東証がプライム市場に上場する
1837社の「コーポレート・ガバナン
スに関する報告書」に記載されたサ
ステナビリティ開示を調査したとこ
ろ、「サステナビリティ基本方針」に
言及したのは2割弱だった。
　特に難しい気候関連財務情報開示
タスクフォース（TCFD）提言への

持続的成長に欠かせない

ESGの今を知る7つのデータ
経営や投資のキーワードとしてESGの存在感が急速に増している。
ESG経営に関連する7つのデータで、進化する実像を紹介する。



5 SDGs 国別達成ランキングは21位

出所：「SUSTAINABLE DEVELOPMENT REPORT 2023」持続可能な開発ソリューション・ネットワーク(SDSN)、
独ベルテルスマン財団

1 位 フィンランド 8 位 チェコ共和国 15 位 スイス
2 位 スウェーデン 9 位 ポーランド 16 位 スペイン
3 位 デンマーク 10 位 エストニア 17 位 アイルランド
4 位 ドイツ 11 位 英国 18 位 ポルトガル
5 位 オーストリア 12 位 クロアチア 19 位 ベルギー
6 位 フランス 13 位 スロベニア 20 位 オランダ
7 位 ノルウェー 14 位 ラトビア 21位 日本

7 ESG債 ESG経営のアピールに活用
日経ESGと日経リサーチ
が2023年1月27日～2
月24日にインターネット
を使った調査を実施。東
京証券取引所プライム市
場の上場企業322社から
回答を得た。左グラフは
ESG債を発行する理由を
尋ねる質問に96社が回答
した
出所：日経ESGと日経リサー
チによる調査

その他

自社のESGの取り組みを
アピールしたい

ステークホルダーの
評価向上が期待できる

資金調達基盤の強化につながる

投資家のニーズが高まっている

新たな投資家の開拓につながる

低利率等好条件で
資金調達できる可能性がある
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6 ジェンダー・バランス 投資家も女性活躍情報を重視する
内閣府の「ジェンダー投
資に関する調査研究 報告
書」の結果。2020年10
～11月に機関投資家など
234機関を対象に実施し
た（回答は71機関）
出所：内閣府

企業の業績に長期的には
影響がある情報と考えているため

議決権行使において
判断の参考とするため

投資戦略上 重視しているため

社会貢献のため

アセットオーナー（顧客）の
ニーズが増大しているため
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三井住友トラスト・アセットマネジメントは、エンゲージメント後に改善のアクションがあった企業数を公表
している。何らかの改善が見られた企業は全体の4割にまで増えている
出所：三井住友トラスト・アセットマネジメント「スチュワードシップレポート2023/2024」
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4 エンゲージメント 企業のアクションにつながり始めた
対応を進める企業は限られる。日本
取引所グループによると22年10月
末時点のJPX日経インデックス400
構成銘柄のうち、TCFDが求める
ガバナンス・戦略・リスク管理・指
標と目標に関する11項目を開示し
た企業は102社だった。
　企業と投資家が対話することによ
って企業価値を高めるエンゲージメ
ントも進化を遂げている。三井住友
トラスト・アセットマネジメントに
よると22〜23年にエンゲージメン
トを実施した企業の41％に当たる
365社に、改善のためのアクション
があったという。
　SDGs（持続可能な開発目標）に目
を転じよう。独ベルテルスマン財団
などの調査によるSDGs達成ラン
キングで日本は166カ国中21位、弱
点の一例が女性の社会進出や男女の
賃金格差などのジェンダー・バラン
スだ。世界経済フォーラムが21年に
発表したジェンダー・ギャップ指数
では日本は146カ国中125位、主要7
カ国（G7）で最下位だ。
　内閣府による調査では、投資家は
女性の活躍が「企業の業績に長期的
には影響がある」と考えている。す
ぐに解決できる課題ではないからこ
そ、トップの本気度が試される。
　調達資金の使途を環境やサス 
テナビリティ配慮に限定する債券、
ESG債に企業の注目が高まってい
る。日経ESGと日経リサーチによ
る23年1〜2月の独自調査では、回
答に応じた上場企業のうちESG債
を発行した96社の84.4％が、ESGの
アピールにESG債を活用している
と回答した。ESG経営は企業の資
金調達でも有効と言える。
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　「森林経営から木材加工・流通、
木造建築、バイオマス発電まで、木
を軸にしたバリューチェーン『ウッ
ドサイクル』を回すことで、事業活
動を通じて脱炭素社会への転換を図
ることを目指している」
　住友林業執行役員サステナビリテ
ィ推進部長の飯塚優子氏は、同社の
サステナビリティ経営をこのように
語る。
　住友林業は2030年に向けてのグ
ループのあるべき姿を事業構想に落
とし込んだ長期ビジョン｢Mission 

TREEING 2030｣ を22年2月に公
表した。事業方針の1つに、｢森と木
の価値を最大限に活かした脱炭素と
サーキュラーバイオエコノミーの確
立｣ を掲げており、現在その取り組
みを本格化している。

エンボディドカーボン削減へ

　この一環として重視してきたのが
ウッドサイクルだ。3つの柱である
｢森林｣ ｢木材｣ ｢建築｣ の各分野にお
いて、CO₂吸収・固定量を増やす施
策を推進している。

　建築分野のテーマに据えるのが、
「脱炭素設計のスタンダード化」だ。
木材建材事業本部ソリューション営
業部DX・LCA推進グループ マネー
ジャーの鈴木俊一郎氏は「産業別に
CO₂排出量を見た時、建設セクター
は全体の4割弱を占めている。脱炭
素型への転換が喫緊の課題となって
いる」とその背景を説明する。
　建設セクターの排出量の7割を占
めるのが、建物が利用されるとき、
暮らすときに排出されるオペレーシ
ョナルカーボンと呼ばれるものであ
る。居住時・使用時に発生するCO₂
と考えればいい。この分野では、
ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・
ハウス）やZEB（ネット・ゼロ・エ
ネルギー・ビルディング）の普及な
どで既に対応が進みつつある。
　一方、まだ対応が行き届いておら
ず、課題としての認識が広まってい
るのがエンボディドカーボンと呼ば
れるものだ。居住時・使用時以外で
排出されるCO₂のことで、建築物の
ライフサイクル全体の排出量の3割
を占める。建物に使う建築資材の調
達から、輸送、施工・建設、修繕、解
体時に発生するCO₂といえる。
　このエンボディドカーボンについ
ては、これまで取り組みが十分でな

建物のライフサイクルCO₂可視化へ
木を軸にしたバリューチェーン「ウッドサイクル」を回し、事業活動を通じた社会の脱炭素型への転換を図る。
建設セクターの｢エンボディドカーボン｣削減に向け、ライフサイクル全体のCO₂算定を支援する。

住友林業

我が社の脱炭素設計戦略

森林経営から木材加工・流通、木造建築、バイオマス発電まで、木を軸にしたバリューチェーン「ウッド
サイクル」を回すことで、事業活動を通じた社会全体の脱炭素型への転換を目指す 出所：住友林業

■ 住友林業グループのウッドサイクル
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かった。同グループ シニアリーダー
の谷口久章氏は「まずは各段階の環
境への影響を“見える化”すること
が重要になる」と話す。
　既に世界はエンボディドカーボン
の算定と削減に動き始めている。
　欧州連合（EU）では、27年から建
物のライフサイクルカーボンの報告
が義務化される。まず2000m2を超
える建物で始まり、30年には全ての
建物に適用される予定だ。
　EU全域での取り組みに先駆け
て、既に規制を導入した国もある。
オランダ、フランス、デンマークな
どは一部の建物にエンボディドカー
ボンの上限値を設定しており、その
値を超える建物は建てられない。
　北米でも規制が進む。カナダのバ
ンクーバーでは17年からエンボデ
ィドカーボンの開示を義務化した。
現在は10～20％の削減も求めてい
る。米国では23年から一部のエリ
アで、建築物のライフサイクルでの
環境負荷軽減を評価するLEED（グ
リーンビルディング）認証の取得が
必須となった。
　欧米の動きに追随し、日本でもエ
ンボディドカーボンに関する取り組
みが急速に進みつつある。
　国土交通省は22年12月、｢ゼロカ
ーボンビル推進会議｣ を設置し、建
築物のライフサイクルカーボンの評
価方法の開発や、海外情報の収集・
共有などを行なってきた。23年5月
に公表した報告書には「30年にエン
ボディドカーボン算定義務化｣ と記
されるなど、義務化の検討が始まっ
ている。
　こうした国内外の動きを背景に、
デベロッパーの間でエンボディドカ

ーボンを算定・削減しようという取
り組みも活発になってきた。
　海外投資家やテナント、消費者の
要望などを受け、LEED認証取得に
動く企業が出ている。環境への取り
組みをアピールするため、CO₂排出
を抑制できる木造建築物を選択した
り、エンボディドカーボンの算定を
ニュースリリースで発表したりする
事例もある。
　デベロッパーの意向を受け、実際
に建物の設計や施工を担当する設計
事務所やゼネコンは、エンボディド
カーボンの算定に迫られる機会が増
えてきている。

フィンランド発の算定ツール

　現在、国内では複数の算定ツール
が利用されている。
　1つは、日本建築学会の「建物の
LCA指針」をベースにした算定ツ
ールだ。23年6月に一般社団法人不
動産協会が「建設時GHG排出量算
定マニュアル」の策定と同時に提供
を開始した。24年5月には、｢ゼロカ
ーボンビル推進会議｣ の下、建築物
ライフサイクルカーボン算定ツール

「J-CAT」試行版も公開されている。
同年10月には正式版がリリースさ

れる予定だ。
　大成建設や東急建設など大手ゼネ
コンの中には、独自に開発した算定
ツールを使っている企業もある。
　住友林業が提供しているのが｢One 
Click LCA（ワンクリック エルシー
エー）｣だ。フィンランドの企業が開
発したソフトウエアで、欧州を中心に
170カ国で使われている。日本単独
代理店契約を結ぶ住友林業が独占的
に販売する。
　このCO₂排出量算定ソフト｢One 
Click LCA｣ の特徴は大きく3つあ
る。1つ目は、CO₂排出量の精緻な算
定が可能なことだ。CO₂排出量は建
物に使用する資材の数量と、各資材
のCO₂排出量原単位を掛け合わせ
て算出する。同じ部材でも、環境負
荷が小さいタイプはこの原単位が小
さくなるので、同じ数量を使ったと
しても全体のCO₂排出量は少なく
なる。こうしたユーザー側の企業努
力を反映しやすいのが｢One Click 
LCA｣ の大きな特徴だ。
　コンクリートの中でも一般的なコ
ンクリートと低炭素コンクリートの
2種類の原単位を設定するなど、資
材ごとのCO₂データを豊富にそろ
える。「日本版では7万～8万のデー

■ 建設セクターでCO₂を発生する工程

「オペレーショナルカーボン」は削減が進む一方、「エンボディドカーボン」の削減はまだ十分でない。
まず各工程の環境影響を見える化する必要がある

出所：住友林業
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タを用意している」（鈴木氏）ことか
ら、正確でより細分化された原単位
を選択できる。
　製品ごとの平均的な汎用データの
他、原材料調達から廃棄までの製品
のライフサイクル全般にわたる環境
影響を可視化したEPD（製品環境
宣言）認証のデータや、ユーザーが
保有するプライベートデータも原単
位に利用できる。
　2つ目の特徴は、国際認証との適
合性が高いことだ。汎用データや
EPDデータはいずれもISO（国際
標準化機構）の規格に準拠してお
り、信頼性の高い算定が可能だ。算
定した結果はLEEDをはじめ世界
の60以上のグリーンビルディング
認証に活用できる。
　3つ目の特徴が、効率的なデータ
入力が可能なことだ。建築分野では
いま、コンピューター上に現実と同
じ建物の立体モデルを属性情報など
と一緒に記述するBIM（ビルディ
ング・インフォメーション・モデリ

ング）への関心が急速に高まってい
る。そのBIMとの連携が可能で、
資材の数量データをそのまま活用で
きる。エクセルでまとめた資材デー
タのインポートもできる。
　また、排出量を算定する際に、設
計段階などに応じて２つの計算機能
を選ぶことが可能だ。1つは延べ床
面積や階数など建物の規模、オフィ
スや商業施設といった建物の用途か
ら、コンセプト段階でCO₂排出量を
概算し脱炭素設計をサポートする

「簡易算定機能」である。
　もう1つが「詳細算定機能」だ。詳
細に設計を行なう段階で、使用する
資材情報などに基づいてCO₂排出
量を算定する。

建築や改修の効果を定量化

　現在、設計事務所やゼネコンは、
エンボディドカーボンを算定する目
的や情報発信の方針などに応じて算
定ツールを使い分けている。国際認
証の取得などを想定して、信頼性の

高い値を出したい場合は｢One 
Click LCA｣ を使うことが多いよう
だ。大手デベロッパー、ゼネコン、設
計事務所など建設セクターの有力企
業を中心に導入が進んでいる。

先進的な活用事例も出始めてき
ている。
　大林組は22年に次世代型研修施
設として、全ての地上構造部材を木
材とした高層純木造耐火建築物

「Port Plus（ポートプラス）」を建設
した。その際、｢One Click LCA｣
を使い、ライフサイクル全体での
CO₂排出量算定を実施した。鉄骨
造、鉄筋コンクリート造と比較し、
木造のCO₂排出量が約4分の1～約2
分の1まで削減できることを定量的
に示し、環境配慮型の建物であるこ
とをアピールした。
　野村不動産は22年12月に「新橋駅
西口地区市街地再開発事業」の一環
で、街のにぎわいづくりの拠点とし
て、木造の「新橋ぷらっとホーム」を
建設した。｢One Click LCA｣ で算

■ ｢One Click LCA｣によるCO₂見える化

CO₂排出量は建物に使用
する資材の数量と、各資
材のCO₂排出量原単位を
掛け合わせて算出する。

「One Click LCA」はISO
に準拠したCO₂データを
豊富にそろえる

出所：住友林業
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定したエンボディドカーボンは約
93tと、鉄骨造、鉄筋コンクリート
造に比べ、それぞれ約63t、約17tの
削減が見込めることが分かった。炭
素固定量は49tで、建築地（94.10m2）
の約18倍の広さにスギを植林した時
の炭素固定量に相当することも明示
した。
　24年1月に住友林業も出資して福
井県坂井市三国湊エリアで開業した
ホテル「オーベルジュほまち 三國湊」
では、リフォームの環境価値を定量的
に示した。このホテルは地域の伝統
的な建築の町家を活用したもので、
リフォームによって建物の長寿命化
を図り、新たな価値を創造している。
リフォーム工事に使用した個々の資
材データと、使用燃料や廃棄物量の
現場実績値を基にエンボディドカー
ボンを算定したところ、約57tとな
った。仮に同じ仕様で建て替えた場
合と比べ、約15％のCO₂排出量を削
減できたことが明確になった。
　「ユーザーからは、木造建築の優

位性や、建て替えではなく改修にし
た際の効果を定量化したいというニ
ーズが高い」と鈴木氏は説明する。
　住友林業は、日本の建築現場の実
態に合わせた算定条件の選定、日本
市場に合致したISO準拠の原単位
の拡充などの改良を進め、「One 
Click LCA」の普及に努めていく。

ネイチャーポジティブ実現も

　サプライチェーン（供給網）全体
のCO₂排出量の把握には、EPDの
普及が効果的であることから、その
認証取得の支援にも注力する。欧米
では定着しているEPDだが、費用
や手間の負担が重く日本ではあまり
普及していない。住友林業は23年
からEPD取得サポート事業を始め
ており、既に一部の企業が取得を実
現した。
　｢One Click LCA｣ を軸にサステ
ナビリティの取り組みを進める住友
林業だが、視野に入れているのは脱
炭素型への転換ばかりではない。森

林資源をはじめ自然資本の価値向上
を図り、生物多様性にも配慮した事
業運営を目指している。
　「建設セクターはエネルギーや水、
土、鉱物などの自然資源を大量に使
い成り立っている。今後は建築物の
ライフサイクル全体を通して、循環
型に転換し、環境負荷を低減し、ネ
イチャーポジティブを実現していく
ことが求められる」と飯塚氏は話す。
　世界ではサーキュラーエコノミー
の構築に向けた建設セクターの役割
がより重要になってきている。関連
の規制も導入され始めている。エン
ボディドカーボンの精緻な算定によ
り、ライフサイクル全体のCO₂排出
量の削減につなげる排出量算定ソフ
トなどの活用は、サーキュラーエコ
ノミー実現に向けた手始めのツール
といえる。住友林業はCO₂削減を
皮切りに水、鉱物などの面でもプラ
スになる取り組みにもその対象を広
げ、持続可能で豊かな社会づくりへ
の貢献を目指す。

■ ｢One Click LCA｣を活用したエンボディドカーボン算定事例

野村不動産の「新橋ぷらっ
とホーム」（左）は鉄骨造、
鉄筋コンクリート造に比
べた木造の優位性を、住
友林業も出資して福井県
坂井市三国湊エリアで開
業したホテル（右）は新築
に比べた改修の優位性を
定量的に示した

出所：住友林業
石島写真事務所 撮影

日経ESG経営フォーラムが会員企業に取材し、制作したコンテンツです
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